
地盤（液状化）�

地盤（活断層などの震源との関係性）�

原発からの位置関係�

津波・洪水被害の観点からの位置関係�

電力を供給する電力会社の違い�

耐震性能に優れている�

築年数が浅い�

建物規模が大きい�

事務所の所在階が低い�

自家発電能力が有る�

UPS(無停電電源装置)が有る�

取引先との近接性�

効率性を重視した各拠点の集中化�

リスク分散を重視した各拠点の分散化�

62%�

47%�

57%�

62%�

18%�

54%�

33%�

13%�

17%�

35%�

32%�

5%�

12%�

23%

38%�

53%�

43%�

38%�

81%�

46%�

66%�

86%�

82%�

65%�

67%�

94%�

86%�

75%

�

�

�

�

1%�

�

�

�

1%�

�

1%�

1%�

2%�

2%

■厳しくする(以前より重視する)　■変わらない　■緩和する (以前より重視しない)

■物件選択に際し震災前後で厳しく見るようになった点�
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■耐震レベルの選好�

免震構造�

制震構造�

通常の�
耐震構造�

22%

22%
56%

0%�

5%�

0%�

19%�

12%�

0%�

2%�

29%�

0%�

55%

0%�

7%�

2%�

26%�

26%�

0%�

7%�

28%�

0%�

47%

負傷者が発生する�
甚大な被害�

停電・断水�

扉の開閉困難�

天井や壁が破損�

エレベータの�
長期停止�

窓ガラスの破損�

キャビネットが�
転倒�

棚から�
書籍・備品の落下�

ＰＣ・ＯＡ機器の�
破損�

被害なし�

0%�

5%�

1%�

16%�

17%�

0%�

6%�

27%�

1%�

53%

■3月11日に発生した東日本大震災について、�
　あなたが執務されていた場所の被害状況は？�

0% 10% 20% 30% 40% 50%

■東日本全体　�
■地上7階以上の高層階　�
■1981年以前竣工の旧耐震�

■震災直後からの大阪への移転ニーズ�

金融�

医薬品�情報通信�

生保�

製造�

卸売業�
その他�

12%
6%

12%

12%
15%

15%

28%

■東京本社機能の見直しについて�

特に戦略に変化はなく、�
現行のオフィス配置を�

維持する�
78%

10%

10%

2% 0%

東京の現行機能は維持しつつ、東京の中で�
オフィスビルを選別移転していくことで対応する�

東京の機能の�
分散を進める�

東
京
か
ら
の�

撤
退
を
進
め
る�

東
京
の
（
一
部
）
機
能
の�

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
機
能
を�

他
所
に
求
め
る�

■自社に、災害時の対応や業務再開の手順について�
　取り決めがあるか知っていますか？�

23%

19%

15%

43%

23%

16%

5%

57%
東日本� 西日本�

■以前から周知徹底されている　�
■あったことは知っている�

■震災後に周知が行われた　�
■特にされていない�



■日本政策投資銀行　防災格付・新旧対照表�

防災�
生命安全・�( 資産保全 )

(防災対策を前提とした)�
重要業務の継続/早期復旧�

防災格付� 新・防災格付�

サプライチェーンを含んだ�
業務プロセス�

・事業継続計画の策定内容（深さ、範囲）�
・事業継続管理体制の整備状況�
・欧米のBCM規格、ガイドラインも加味�

5段階�

評価の�
着眼点�

評価�
領域�

評価�
ポイント�

ランクの刻み�

 本社、�
工場等の�
事業所�

防災対策�

3段階�

ＢＣＰの内容（想定のシナリオ）�
自家発電の確保�

ＢＣＰの内容（目標復旧時間）�
防災訓練の内容�

救助用具をはじめとした防災用資機材の確保�
役員・従業員の緊急連絡網を含む安否確認体制�

救急救命の訓練を受け、災害発生時に動員可能な人材の確保、育成�
災害発生後必要となる生活物資の備蓄�

ＢＣＰの内容（重要業務の選定）�
施設の津波・高潮対策�

基幹システムのバックアップや二重化�
従業員・顧客・外来者の安全確保手順と緊急避難方法�

本社が機能しなくなった場合のバックアップオフィスの確保�
災害時の指示命令系統�

施設の地震対策（耐震化等）�
爆発や延焼、有害物質の流出など周辺地域に被害を及ぼすような二次災害防止策�

国内調達先の多様化�
機器・システムの復旧手順の明確化�

施設の防火対策（不燃化等）�
在庫の積み増し�

生産・供給体制の見直し（国内への移転・分散）�
海外調達先の多様化�

災害時の外部調達による財務手当の確保（保険、融資）�
生産・供給体制（海外への移転・分散）�
財務耐力の強化（現預金積み増し等）�

■見なおす必要なし　�
■一部の見直しが必要　�
■大幅な見直しが必要�

■企業の防災・事業継続に関する改善点� 100% 80% 60% 40% 20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%
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41.7％�

66.7％�

57.1％�

46.4％�
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28.6％�

37.0％�

33.3％�

30.0％�

39.3％�
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27.8％�
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共通資源確保遅れ�
■輸送手段の確保�
■燃料の確保�
■従業員の参集�

＊災害時行動記録分析により、BCPがなかった場合に要したと予測される時間�

■もしBCPがなかったら？�

切
替
・
業
務
再
開
に
か
か
る
時
間�

被害確認・切替準備開始にかかる時間�

判断の遅れ�
■連絡先調査�
■被害確認�

18
日
間
の
復
旧
遅
れ�

24時間の�
判断遅れ�

実際の時間�

30日間�

25日間�

20日間�

15日間�

12日間�

5日間�

2時間� 4時間� 12時間� 24時間� 36時間�

地震�
発生�

予測時間＊�



現状の脆弱性診断��
⇒地震、津波、サプライヤー
　停止、インフラ/電力停
　止、ITなどの各課題に
　対する対応状況チェック�
⇒節電対応�

■事業継続能力の3要素� ■BCP改善に必要な取り組み�

行　動　記　　　録  ・  整　理  ・  振　り　返　り�

対策検討と実施�

■耐震・津波対策他�
■災害時通信手段�
■サプライチェーン可視化�
■データバックアップ�
■拠点配置見直し他�

BCP見直し・策定�

■代替戦略オプションの�
　検討�
■計画文書・行動文書の�
　見直しと策定�

危機対応人材強化�

■教育訓練�
　プログラムの策定�
■継続的な訓練による�
　危機対応人材の強化�

初動手順の型決め��
⇒本部設置～BCP発動ま
　での確実な行動を実現
　するための手順策定・
　見直し�
　（本部被災・拠点被災）�

シミュレーション訓練��
⇒震災を踏まえた訓練シ
　ナリオによるシミュレー
　ション訓練実施�
　（個別経験から組織知
　への発展）�

ハード�危機対応に敏感な文化�
重 要 性 の 認 識 と 活 発 な 継 続 的 改 善 活 動�

事業継続能力�
重 要 業 務 を 目 標 復 旧 時 間 以 内 に 再 開 で き る 力�

ソフト� スキル�

中
長
期
�

短
期
�

ハードよりもソフト・スキルの強化が有効�

事前対策�

予防対策と減災対策の�
実施�

行動計画�

体制と役割分担�
行動基準及び手順�

対応能力�

訓練による人・組織の�
危機対応能力向上�

ハード� ソフト� スキル�



出入口（避難口）に転倒・移動する恐れのある�
家具・設備を置かない。　　�

デスクのそばに背の高い家具を設置しない。�
設置する場合は床・壁等に固定する。�

ローパーティションの設置では�
直線の長いスパンは避け�
倒れにくい形にしておく。�

収納家具を単体で設置しない。�

窓ガラスのそばに�
背の高い家具は置かない。�

部屋の中間に1列に背の高い家具を設置しない。�
この場合は床固定または天井固定等を施す。�

■避難通路としては、�
　2人が通れる幅（1.2m以上）が必要。�
■できるだけ直線の通路が望ましい。�
■袋小路のようなレイアウトは避ける。�
■資料室は床荷重が大きくなるため、階下に設置する。�
■どの位置からでも出入口（避難口）が見えるよう、家具の高さは低く設定しておく。�

避難路が複雑にならずに、また家具の動きによってふさがれないようにするには、�
レイアウト上いくつかの配慮が必要です。同じスペースの中で�
同じ家具を使いながらも、配置を変えることで安全度はかなり高まります。�

避難路が複雑にならずに、また家具の動きによってふさがれないようにするには、�
レイアウト上いくつかの配慮が必要です。同じスペースの中で�
同じ家具を使いながらも、配置を変えることで安全度はかなり高まります。�

■オフィスレイアウトの�
　点検・見直し�




